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決算額（単位:千円、%）
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成 度
決算額（単位:千

円、%）

実質公債費比率 （％） 16.4
元利償還金の額（繰上償還額等を除く）(1) 13,654,642 13,635,625 13,195,081

将来負担比率 （％） 118.9
積立不足額を考慮して算定した額(2) 0 0 0

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）
等(3) 0 0 0

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(4) 7,013,036 6,901,076 6,292,221
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負
担金(5) 1,320,989 1,354,655 1,379,004

2,203,099 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(6) 1,607,235 1,313,255 1,241,819
65,045,111 一時借入金の利子(7) 0 0 0

- 特定財源の額(8) 2,647,934 3,116,103 2,852,902
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 1,647,271 1,478,389 1,385,003
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金に係るもの）(10) 755,795 692,865 529,687

資金不足比率 災害復旧費等に係る基準財政需要額(11) 3,378,242 3,635,172 4,040,899
決算額 災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金に係るもの）(12) 4,470,155 4,531,384 4,527,962

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(13) 9,727 8,708 8,755

（単位:千円、％）

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利
償還額を基礎として算入されたものに限る）(14) 139,576 202,331 203,295

4,000,009 小計 （（（１）～（７））－（（８）～（１４））） （A) 10,547,202 9,539,659 8,559,622
▲ 490,068 標準税収入額等(15) 67,895,111 66,089,807 58,905,669

3,066 普通交付税額(16) 385,604 825,917 1,651,021
▲ 1,309,908 臨時財政対策債発行可能額(17) 2,195,796 3,407,933 4,488,421

小計 （（（１５）～（１７））－（（９）～（１４））） （B) 60,075,745 59,774,808 54,349,510
17.55 15.95 15.74

3,370,270 － 将来負担額（単位:千円、％）

1,728,814 － (N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 100,023,924 (2)の内訳 将来負担額（単位:千円）

7,135,220 － 債務負担行為に基づく支出予定額(2) 5,888,324 ＰＦＩ事業 2,915,406
一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3) 77,629,890 国営土地改良事業 226,224
組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 9,925,308 依頼土地買い戻し 42,035

15,484 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 16,426,092 社会福祉法人の施設建設費 650,527
3,984 － 設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 10,055,222 その他 2,054,132

連結実質赤字額(7) 0 (3)の内訳 将来負担額（単位:千円）

組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8) 0 水道事業会計 170,514
(N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 22,107,418 下水道事業会計 78,191,166

2,205,068 特定の歳入見込額(10) 20,241,062 病院事業会計 1,673,250
203,515 （(10)のうち都市計画税額） (19,138,809) 食肉センター食肉市場特別会計 1,162,310

0 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 112,977,223 農業集落排水事業特別会計 1,852,702
495,135 小計 （将来負担額－（（９）～（１１））） （A) 64,623,057 (6)の内訳 将来負担額（単位:千円）

62,809 標準財政規模(12) 65,045,111 土地開発公社 10,041,715
災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 4,040,899 第三セクター等 13,507
(13)の準元利償還金に係るもの(14) 4,527,962
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 1,385,003
(15)の準元利償還金に係るもの(16) 529,687

17,423,398 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17) 8,755

65,045,111
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債
の元利償還額を基礎として算入されたものに限る）(18)

203,295

- 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等（１３）～（１８） （B) 54,349,510

118.9

実質公債費比率（３ヶ年平均）

健全化判断比率の状況
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率
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平成22年度決算

区分

市町名：四日市市

分
子

実質赤字比率

区分

一般会計等の実質収支額（A）

決算額（単位:千円、％）

単位:％区分

標準財政規模（B)
実質赤字比率（A）／（B）×１００

連結実質赤字比率

※黒字の場合は、比率を「－」としている。

区分 左の内訳

分
母

実質公債費比率 （A)  ／ （B) × １００

一般会計

水道事業会計

※将来負担見込がない場合は、比率を「－」としてい
る。

※黒字の場合は、比率を「－」としている。
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土地区画整理事業特別会計

将来負担比率 

公共用地取得事業特別会計

法
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業
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法
適
用
事
業

国民健康保険特別会計

競輪事業特別会計

食肉センター食肉市場特別会計

老人保健医療特別会計

農業集落排水事業特別会計

資
金
不
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額
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金
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額

連結実質赤字比率（A)／（B)×１００

（
将
来
負
担
額

)

分
子

病院事業会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

下水道事業会計

住宅新築資金等貸付事業特別会計

将来負担比率 （A) ／ （B） × １００

連結実質収支額（A)

そ
の
他
特
別
会
計

分
母

標準財政規模（B)


